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市営住宅課/新型コロナウイルス感染症の影響による離職退

去者の市営住宅の一時使用について

概 要

（趣旨・日時・

場所・内容等を

記入すること。）

ア 件名 新型コロナウイルス感染症の影響による離職退去者の市営住宅の一時

使用について

イ 施行日 ５月１２日

ウ 内容

本市における新型コロナウイルス感染症拡大の影響に伴い，解雇により住宅

の退去を余儀なくされる世帯が，当面，生活できる場所として，市営住宅を

短期間提供し，生活の再建を支援しようとするもの

エ 担当者及び連絡先

市営住宅課（担当者 前川）

電話 ２５－８５１０ ＦＡＸ ２４－７００９

添付資料
有 ・ 無

（有・無のいずれかを囲むこと。）

※ 有の場合，資料の内容を記入すること。なお，別途冊子等の配付を希望する場合

は，その旨記入すること。

報道（取材）に当た

ってのお願い

備 考



新型コロナウイルス感染症の影響による離職退去者の

市営住宅の一時使用について

１ 趣旨

本市における新型コロナウイルス感染症拡大の影響に伴い，解雇により

住宅の退去を余儀なくされる世帯（以下「離職退去者」という）が，当面，

生活できる場所として，市営住宅を短期間提供し，生活の再建を支援しよ

うとするものです。

２ 概要

(1) 対象者

旭川市内の居住し住民登録がある方で，新型コロナウイルス感染症拡

大を理由に，雇用先から令和２年２月１日以降に解雇され，社員寮や社

宅などから退去を余儀なくされる方で，経済的に困窮している方。

※申込者（その同居者を含む。）が暴力団員である場合は入居できません。

(2) 使用期間

使用を許可した日から１年以内

(3) 使用料

住宅により異なりますので市営住宅課にお問合せください。

（旭川市営住宅条例第８条の規定により算出した最も低廉な家賃）

※使用料の減免

世帯の収入状況により，申請により使用料の減免を受けることがで

きます。

※使用料とは別に，毎月，浴槽・給湯器のリース料，光熱水費，共益

費，自治会費等が入居者の負担となります。

(4) 敷金

免除

(5) 連帯保証人

不要

(6) 根拠

地方自治法第２３８条の４第７項及び旭川市公有財産規則第２２条に

に基づく行政財産の目的外使用許可



(7) その他

照明器具，カーテンレール，網戸，ストーブ等の暖房機，灯油タンク,

調理器具（ガスコンロ）等は入居者が御用意ください。

３ 申請手続

(1） 申請場所 市営住宅課（旭川市第三庁舎３階）

(2） 申請書類 行政財産使用許可申請書

(3) 添付書類

① 退職が確認できる書類（離職票，退職証明書など）

② 社員寮，社宅からの退去通知又は社員寮，社宅等に住んでいたこと

が分かるもの（賃貸借契約書，給与明細書（社宅等の経費の控除が確

認できるもの））

③ 世帯全員の住民票

④ 誓約書（市様式）

⑤ 収入届出書（市様式）

⑥ 減免申請書（市様式）※減免を申請する場合のみ

４ 一時使用に充てる市営住宅

市が指定した市営住宅の中から，選択していただきます。

５ 入居までの流れ

制度の説明・入居要件の確認

↓

希望する住戸の確認（内覧）

↓

申請 ※即日の入居が可能な場合もあります。

６ 公募資格の特例及び特定入居（公募によらない入居）

一時使用の許可を受けた方が，市営住宅の入居資格を備えている場合に

ついては，市営住宅を一時使用したまま，一般公募の募集に申込みをする

ことや，一時使用中の市営住宅への特定入居を申し込むことができます。

問合せ先

旭川市建築部 市営住宅課管理係

電話０１６６－２５－８５１０


